異議申立書
平成２４年６月２０日

北海道教育委員会御中
異議申立人　金子 快之　印

次の通り、異議申し立てをします。

1． 異議申立人の氏名および年齢並びに住所

　　金子 快之　４１歳　札幌市中央区北１条西２丁目札幌市役所17階
2． 異議申し立てにかかる処分

北海道教育委員会が平成２４年５月２日付教生第１９１号で行った公文書非開示決定処分

3． 異議申し立てにかかる処分があったことを知った年月日

　　平成２４年５月７日

4． 異議申し立ての趣旨

下記の開示しない部分について、「開示する」との変更決定を求める。

（1） 平成23年度札幌市PTA協議会　役員・監事の氏名、所属区PTA連合会名、所属校名

（2） 一般社団法人札幌市PTA共済会定款のうち第37条および39条

（3） 初年度事業計画書（平成23年度）のうち（３）職員数、資金計画（１）収入、（２）支出に関する部分

（4） 札幌市PTA協議会安全補償制度加入金額および支払金額一覧

（5） 算出方法書および別表1

5． 異議申し立ての理由

異議申し立てにかかる処分は、次の通り違法である。

（1） ホームページ他で公にされている情報であり、通常他人に知られたくない個人の情報とは認められない。
（2） 一般社団法人札幌市PTA共済会定款のうち第37条および39条は共済事業にかかる準備金を定める規定と思われるが、利用者が共済事業の信頼性、安定性を確認するためには責任準備金は不可欠な情報であり、これを公にすることが公益上必要である。
（3） 初年度事業計画書（平成23年度）のうち（３）職員数は、法人の事業規模を示す重要な指標である。資金計画（１）収入、（２）支出に関する部分は、保険料設定が適正であるか、また事業遂行における営利性の有無を確認するために不可欠な数値である。これらを開示から除くことにより、利用請求の趣旨が失われる。実際に、財団法人神奈川県立高等学校安全振興会定款では1億円、一般財団法人大阪府こども会育成連合会では5千万円とインターネット上で公表している例がある。
（4） 一般社団法人札幌市PTA共済会は独占的に札幌市内でPTA共済業務を営んでいる法人であり、競合する事業者は札幌市内には存在せず、当該法人の競争上または事業運営上の地位が不等に損なわれる、とは認められない。

（5） 一般社団法人札幌市PTA共済会は独占的に札幌市内でPTA共済業務を営んでいる法人であり、競合する事業者は札幌市内には存在せず、当該法人の競争上または事業運営上の地位が不等に損なわれる、とは認められない。全面非開示のため内容が不明であるが、算出方法書は学校において独占的に営まれる共済事業の保険料の妥当性を判断することが必要な数値であることから公表されるべき。
6． 処分庁の教示の有無およびその内容

有　
決定を知った日の翌日から起算して60日以内に北海道教育委員会に異議申し立てをすることができる旨
